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研究成果の概要（和文）：　本研究は、ドイツが固定価格買取制度により、再エネの大量導入に成功する一方、
それはドイツ経済と産業に好影響を与えていること、2014年の固定価格買取制度改革により、再エネのコストの
抑制に道筋をつけたことを明らかにした。
　再エネの大量導入には電力系統の運用が鍵を握る。電力会社は系統容量がゼロであることを理由に、再エネの
受け入れを拒んできたが、ほぼすべての電力系統利用率は、実は低迷していて受け入れ余力は大きいことが明ら
かとなった。
　最後に、本研究は再エネを地域再生につなげるには、「シュタットベルケ」を立ち上げ、エネルギー事業で獲
得した利潤を地域に再投資することが有効な戦略であることを見出した。

研究成果の概要（英文）：　　This research project found that the German Feed-in Tariff (FIT) 
succeeded in large scale introduction of renewables while it gave positive impacts on the German 
economy and its industry. It clarified also that Germany managed to curb the increase of FIT 
surcharge by the 2014 FIT reform. 
　　For drastic increase of renewables, grid operation becomes a key factor. In Japan, power 
companies often refused to accept renewables due to their limited capacity, we found that the 
utilization rates of the grids are really low so that power companies have enough capacity to accept
 renewables.
　　Finally, establishing “Stadtwerke” (regional public utilities) is a very promising strategy 
for enhancing regional development through renewables, since profits gained through energy business 
could be reinvested for its further development.
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１．研究開始当初の背景 
 
東日本大震災以降、再エネ固定価格買取制
度が導入されて太陽光を中心とする再エネ
の急拡大が始まり、電力システム改革とガス
規制改革が進展した。分散型電力システムの
実現が見通せるようになってきたのは大き
な変化であり、その結果、電力／エネルギー
分野で今後、2020 年ごろに向けて多くの画
期的な変化が生まれてくると期待されてい
る。 
とはいえ、制度改革が進展したからこそ、
克服されるべき課題もより明らかになって
きた。九州電力の再エネ接続保留表明と、そ
れに続く経産省の再エネ普及促進政策見直
し報道に示されているように、固定価格買取
制度が太陽光に偏重した再エネの急速な拡
大をもたらしたため、電力系統の運用の見直
しや、分散型電力システムに適合的な電力系
統構築への投資が追い付かず、再エネ普及拡
大の妨げになりつつある。政策見直しの方向
性によっては、日本の再エネ普及にブレーキ
がかかりかねない。 
そこで我々は、再エネを中心とする分散型
電源の「大量導入」を前提とした電力システ
ムが技術的に可能であり、その運用ルール、
費用負担のあり方を整備することで、再エネ
のさらなる大量導入は可能であることを、電
気工学と社会科学の協力の下に立証してい
くことが、研究者の責務だと考えるに至った。
また、再エネの普及拡大が、地域再生に大き
なメリットをもたらすことを、定性的にだけ
ではなく、定量的に示す研究の必要性を感じ
ており、その意味で、現在の研究成果を踏ま
えてさらにそれを発展させる必要があると
の認識に至った。 
 
２．研究の目的 
 
我々の研究の目的は、(1)再エネをはじめと
する分散型電源の大量導入を前提とした電
力系統のあり方を明らかにすること、そして、
それと表裏一体的に、(2)分散型電源の大量導
入を地域再生につなげていくための経路と、
それがもたらす社会経済効果の定量的把握
の研究を推進することにある。(1)と(2)は後述
のように、「配電網」の問題を媒介として強
力に結びついているので、研究としてはそれ
らの成果を相互作用させつつ、一体的に推進
する予定である。 
さて、テーマ(1)については、「送電網」に
かかわる問題と、「配電網」に関わる問題が
ある。送電網については、①再エネの大量導
入を可能にする電力系統の設計問題、②それ
を構築するための技術的、社会経済的課題の
同定、③その課題を克服する方途を明らかに
することを目的とする。 
テーマ(2)については、①再エネ／コジェネ
をはじめとする分散型電源／熱源の普及拡
大とそのネットワーク化が配電網の設計に

与える影響を明らかにすること、②配電網の
最適制御のあり方と、その効果、技術的課題
の同定、配電網のスマートグリッド化がもた
らす社会経済効果、③配電網の転換に必要な
社会科学的課題の解明：所有権、システム改
革、移行措置、費用負担、④配電網の所有主
体、経営主体のあり方、を明らかにすること
を目的とする。 
 
３．研究の方法 
 
以上の目的を達成するため、本研究では研
究チームを大きく 2 部門から構成すること
にしたい。【部門 A】は、「再エネ大量導入を
前提とした電力系統の設計、運用、投資に関
する研究」と題し、【部門 B】は、「再エネの
地域経済波及効果の定量評価、事業主体、地
域ガバナンスに関する研究」と題して、それ
ぞれ研究を推進する。 
 
４．研究成果 
 
【部門 A】の研究成果 
 
 日本の電力システム改革は、2016 年 4月か
ら小売自由化に入り、2020 年の発送電分離を
待つばかりとなった。本研究ではこうした状
況を踏まえ、【部門 A】では、日本と同様に先
進工業国であり、再エネ固定価格買取制度の
導入によって再エネ比率を総電力消費の約 3
分の 1にまで高めているドイツから、日本の
電力システム改革のあるべき方向性につい
て重要な示唆が得られると判断し、その調査
研究を行った。得られた知見は、以下の通り
である。 
 ドイツでは 2015 年の電力生産のうち、ち
ょうど 30％を再エネが占めた。本研究による
調査の結果、再エネは確かに現時点ではコス
ト高であっても、将来的には一貫して下がっ
ていき、いずれ安価な電源になる可能性が高
いことが分かった。再エネに投資することは
将来的な費用低下をもたらし、今世紀半ばに
かけて、伝統的電源を大きく下回る費用で電
力供給が可能になる。現在の再エネへの投資
は、将来的に大きなリターンを我々にもたら
してくれる。 
ドイツの産業は 2015 年時点で雇用をさら
に増やしており、ドイツの輸出は高水準を続
けている。そして鉄鋼業のようなエネルギー
集約産業ですら生産を増やし、収益を増大さ
せている。消費もまた堅調である。賦課金高
騰が生産拠点を海外に流出させるという批
判についても、これまでのところ、1 件もそ
の証拠は見つかっていない。こうした一連の
事実は、ドイツの再エネ政策が電力料金高騰
をもたらし、ドイツ産業を衰退に追いやると
いう批判が結局、的外れであったことを示し
ている。 
再エネの大量導入にとって最大の障害と
なっているのが系統制約の問題である。各電



力会社は独自の試算によって送電線の「空容
量」を発表しているが、これが、多くの地域
で「ゼロ」になっている。この結果、再エネ
事業者が再エネで発電した電気を送ろうと
しても、電力会社から「空き容量がないので、
我々の電力系統に受け入れることはできな
い」と断られ、事業そのものを断念せざるを
えなくなってしまうケースが、全国で頻発し
ている。 
 しかし、本当に空き容量はゼロなのだろう
か。本科研費プロジェクト分担研究者である
安田陽京都大学特任教授を中心に、広域機関
が公表する公開データに基づいて上位2系統
の空き容量試算を行ったところ、その結果は
驚くべきものだった。例えば、東北電力の系
統利用率は最高でも約 18％、最低の場合、わ
ずか 2％であった。また、北海道電力の場合
は最高で 15.3％、最低の場合、わずか 1.9％
であった。 
こうしたことが起きる大きな原因は、系統
利用に関する「先着優先」ルールにある。こ
れは事実上、系統の「空抑え」を容認するル
ールであり、新規参入者に対する「参入障壁」
となっている。 
このような状況下、政府や広域機関におい
て、系統の有効利用を図るべく、「コネクト
＆マネージ」の議論が進捗している点は、評
価したい。 
系統容量の計算は、現行の計画潮流ベース
から、全て、実潮流ベース／リアルタイムに
基づくよう転換すべきである。これらを可能
にする前提として、実潮流の系統情報開示が
不可欠となる。 
 
【部門 B】の研究成果 
 
私たちが日々払う電気代・ガス代は、電力
会社／ガス会社を通じて、中東をはじめとす
る海外へと流出してしまっている。こうした
仕組みを改め、地域で自らエネルギー生産を
行う方式に切り替えるだけで、海外に流出し
ていた所得が地元に落ちるようになり、なお
かつ雇用が増える。このように、賢く地域経
済循環を促していくことで、私たちは、生活
水準を実質的に引き上げることができる。 
 我々は、「地域付加価値分析」という手法
を用いてそれを定量的に把握する共同研究
を進めた。この手法に基づいて長野県飯田市
のおひさま進歩エネルギー株式会社が太陽
光発電事業を通じて生み出した地域付加価
値を試算すると、2030 年までの累計で、約
18 億円もの付加価値が生み出されることが
判明した(中山・ラウパッハ・スミヤ・諸富
2016)。この事業に対して付与された補助金
の累計額は、2030 年時点で約 6億円だったの
で、補助金の約 3倍もの付加価値を生み出す
ことに成功していることが分かった。つまり、
再エネ事業への投資は、地域にとって大いに
経済合理性をもつ投資なのである。 
 もっとも、課題も浮き彫りになった。おひ

さま進歩が生み出した付加価値のうち、地元
の南信州地域に帰属するのは約 9億円で、付
加価値総額の約半分に過ぎない。その原因は、
「市民共同出資」という事業資金の調達方法
による。これは、事業資金調達方法上のイノ
ベーションであり、本事業が成功する上で大
きな要因の 1つとなった。しかし、出資者に
は南信州だけでなく、東京や大阪などの大都
市住民も多く含まれていたため、おひさま進
歩が生み出した付加価値は、「配当」という
形で域外へ流出してしまったのである。この
ことは、事業資金をできる限り地元から調達
し、地域的な資金循環を活発化させることの
重要性を我々に知らせてくれる。 
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